
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出展：「2012 年度版子ども・若者白書」 

何事も否定的に考

えてしまったから

《43.3％》 

精神的な病気だか

ら《31.0％》 

人づきあいが苦手

だから《52.6％》 
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年
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年
2014

年

非正規 604 817 986 1,173 1,504 1,564 1,634 1,678 1,735 1,765 1,727 1,763 1,811 1,813 1,906

正規 3,333 3,452 3,756 3,794 3,444 3,410 3,375 3,415 3,449 3,410 3,395 3,374 3,352 3,340 3,294
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正規雇用・非正規雇用労働者の推移

（厚生労働省資料を参照して作成）

正規 非正規

子どもにも若者にもやさしいまちづくりを 

日本の雇用環境は、戦後日本の経済成長の中で就労者の８割を超えた

正規雇用者も 1995年以降は非正規雇用者が 1000万人（図 1）を突

破し増え続けています。正規雇用の解体は、これまで男性の稼ぎ主が家

庭を支えていた標準世帯（男性・専業主婦・子ども 2人）の解体につな

がっていきました。そして、同年には単身世帯も増え 30代前半の男女

の未婚率が急増していきます。 

また、貧困率の状況も、ひとり親世帯や子どもの貧困が上昇し、

2012年には 16.3％（図２）と 6人に１人の子どもが貧困状況になっ

ています。 

 

 

 

（資料出所） 平成 10 年までは総務省「労働力調査（特別調査）」（2 月調査）長期時

系列表 9、平成 15 年以降は総務省「労働力調査（詳細結果）」 

 

図 1 

（
単
位
万
人
） 

15 歳から 39 歳までで以下の条件の若者 

②就業希望のうち非求職者 

③非就業希望者 

 

悩みなどを相談で

きなかったから

《34.7％》 

図 2 
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年
1994

年
1997

年
2000

年
2003

年
2006

年
2009

年
2012

年

相対的貧困率 12% 13.20%13.50%13.70%14.60%15.30%14.90%15.70% 16% 16.10%

子どもの貧困率 10.90%12.90%12.80%12.10%13.40%14.50%13.70%14.20%15.70%16.30%

子どもがいる現役世帯 10.30%11.90%11.70%11.20%12.20%13.10%12.50%12.20%14.60%15.10%

大人が二人以上 9.60%11.10%10.80%10.20%10.80%11.50%10.50%10.20%12.70%12.40%

大人が一人 54.50%51.40%50.10%53.20%63.10%58.20%58.70%54.30%50.80%54.60%
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貧困率の状況（2012年厚生労働省国民生活調査を参照し

て作成）
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若年無業者の推移

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳

若年無業者（ニート） 

若年無業者については、2004年 7月から内閣府の調査（「青少年の

就労に関する研究会（2004年 7月より開始）」から、毎年各調査が進

められ、困難な実態が少しずつ分かってきています。 

 「若年無業者」とは、国の定義で「15歳から 34歳の独身で通学も

仕事もしていない者（失業者に相当する者も含む）」となっています。 

国の調査によると、2002 年には 15 歳から 34 歳の独身で通学も仕

事もしていない者（失業者に相当する者も含む）は、213万人に及び、

1992年以降の 10年間で約 80万人もの増加をみせています。そして、

この問題の深刻さは 20～24歳の人口比で 8.6％、25～29歳で 7.4％

と職業人としての基礎を固めるべき世代に集中的に現れていることを指

摘しています。 

また、若年無業者を、①就業希望を表明しかつ求職活動を行っている

「求職型」、②就業希望は表明していながら求職活動は行っていない

「非求職型」、③就職希望を表明していない「非希望型」に分類してい

ます。図 3は、35～39歳も含めて②と③を絞ったデーターになって

います。 

 
若者の考え方についての調査  

（ニート、ひきこもり、不登校の子ども、若者支援などに関する調査）報告書か

ら抜粋 （2014年 3月内閣府政策統括官[共生社会政策担当]） 

この調査は、若者を取り巻く課題に対して、困難な状況にある若者

自身から子ども・若者育成支援施策についてインターネット調査を

行ったものです。この中で、「社会生活や日常生活を円滑に送るこ

とができなかった経験した主な理由は何ですか」の問いに対して、

『自分自身について』複数回答したものを集計した上位４つをあげ

ました。 

この中で、もっと多かったのは「人づきあいが苦手だから」

52.6％でした。 

図３ 

 

自信を失っている生活困窮者は、次のステップ

に向かうことが難しい。自尊感情の回復・醸成

を図りながら支援することが効果的 

（厚生労働省資料から） 
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